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問題と目的，方法
現行の学習指導要領では，学校の教育活動全

体を通じたキャリア教育の充実を図ることを求
めている。そのためには，基礎的・汎用的能力
を踏まえて各学校で設定した具体的能力を育成
できるようカリキュラムの計画，運営を工夫し
なければならない。すなわち，カリキュラム・
マネジメントの実施が不可欠である。しかし，
国立教育政策研究所生徒指導・進路指導研究セ
ンター（2020）が指摘しているように，現状
はカリキュラム・マネジメントの実施に問題が
ある。この背景について，カリキュラムに関す
る側面と組織に関する側面から次のような点が
指摘できる。カリキュラムに関する側面におい
ては，日本では国の教育行政機関が定めた学習
指導要領に法的拘束力が付与されていることか
ら，学校現場はその内容を「教える」ことを強
く期待されてきた。そのため，カリキュラムを
開発するという意識をもちにくく，また，開発
のための能力育成の仕組みが不十分なままであ
ることが問題として指摘されている（田村 
2022）。一方，組織に関する側面に目を向ける
と，キャリア教育の実施を支える校内組織につ
いて学習指導要領総則の解説では，「校長のリー
ダーシップのもと，進路指導主事やキャリア教
育担当教師を中心とした」形を提示している
（文部科学省 2018，p.101）。しかし，進路指導
主事については，専門性および専念時間確保の
問題を背景として，「連絡調整および指導，助
言」の役割が十全に果たされていないことが指

摘されている（藤田 2014）。それに対し，「キャ
リア教育担当教師」「キャリア教育主任」等の
キャリア教育を担当する教師は学校の裁量で設
置可能であり，業務に専念する時間の確保につ
いてはある程度配慮することが可能である。し
かし，こうした組織体制の工夫を最終的に行う
かどうかは各学校に委ねられている。また，う
まくいったとしても校長が代替わりしたり，担
当が異動や退職などで入れ替わったりすれば，
その取組を継続させることは難しくなってしま
う。以上のような，教師の資質能力および組織
体制の点で，学習指導要領が求めるキャリア教
育の充実に対し，各学校が十分に応えられる状
況にはなっていないと言える。
以上の観点を踏まえると，韓国のキャリア教

育の推進体制は，カリキュラムに関する側面に
おいては自由学期制を導入し，組織に関する側
面においては進路進学相談教師制度を導入して
いることから，日本の課題に対して示唆を得ら
れる可能性がある。韓国のキャリア教育につい
ては，激しい受験競争を勝ち抜くためとして重
視されてきた入試教育に対し，法的根拠を持た
ず強制力がなかったため，長く敬遠されたまま
であった（チェギュンチュル 2003）。しかし，
知識基盤経済への移行，急激な高齢化という社
会背景から，個人のキャリア開発に対する国の
体系的な支援が必要であるとされ（教育人的資
源部他 2006），学校における教育課程内での
キャリア教育を本格的に推進する体制を整え始
めた。具体的には，2009 年よりキャリア教育
を扱う「進路と職業」を中学校の選択教科とし
て導入した。また教科教育を通じたキャリア教
育の議論も始まり，2009 改訂教育課程におい
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ては創意的体験活動（１）の導入による非教科教
育を通じたキャリア教育の強化もなされた
（チョンチョルヨン 2011）。しかしながら問題
も生じており，「進路と職業」の選択割合が低
調であり，専任の教科担当教員もいないことか
ら，質量ともに十分ではなかった。また，創意
的体験活動については，本来行うべき体験活動
以外の教育活動に時間が使われている現状が指
摘されていた（田中 2017）。このような状況の
中で，相次いで導入されたのが進路進学相談教
師制度および自由学期制である。
進路進学相談教師はキャリア教育を専門に担

当する教師として 2011 年より導入された。こ
の教師は 570 時間の研修を経て資格を取得した
上で各学校に配置されており，日本における主
任とほぼ同等の立場である部長教師（２）を担う
ことを原則とされている。一方自由学期制は中
学校におけるキャリア教育の充実を目的として
おり，体験活動に十分な時間を確保するほか，
自由学期中の教科活動においては，学習指導要
領に当たる「教育課程」の内容を，主題を中心
として教科横断的に再構成することが求められ
ている。これらの制度は，キャリア教育の観点
からのカリキュラムの開発に対する教師への意
識づけ，および学校内の安定的なキャリア教育
推進体制の整備，という日本が直面する課題に
対応した制度であると言える。これらが韓国で
どのように機能しているかを検討することによ
り，日本の課題を解決するにあたって有益な示
唆が得られると考えられる。
以上に述べた観点から日本国内の先行研究の

状況を見ると，自由学期制については紹介程度
に触れられているものがほとんどであり，唯一
松本（2016）がカリキュラム・マネジメント
の観点から論じているものの，カリキュラム・
マネジメント分野の研究蓄積をふまえた議論に
まで踏み込んではいない。さらに進路進学相談
教師に至っては紹介すらほとんどなされていな
い状況である。そこで韓国内の先行研究にも目
を向けると，両制度とも研究は蓄積されている
ものの，カリキュラム・マネジメントという観
点から，キャリア教育を実践する組織体制の問

題としてこれらの制度を捉える研究はほとんど
見受けられない。このような先行研究の状況を
踏まえると，先述した日本の課題を考えるにあ
たって韓国の事例を参考にするには，まず端緒
としてカリキュラム・マネジメントの先行研究
を検討し，韓国の事例に適用可能な分析枠組み
を構築する必要がある。
したがって本稿では，韓国のキャリア教育推

進体制に適用可能な分析枠組みを，主にカリ
キュラム・マネジメントの先行研究を参照しな
がら構築することを試みる。そして構築した枠
組みを利用して，自由学期制と進路進学相談教
師制度を分析し，カリキュラム・マネジメント
の実施をどのように支えているのかを理論面か
ら明らかにする。具体的には，各制度がカリ
キュラム・マネジメントのどの要素に影響を与
えるのかを分析枠組みを通して文献から整理
し，制度を導入した現場で想定される変化を示
す。
方法は文献研究を中心に，一部筆者が行った

進路進学相談教師への聞き取り調査（３）の結果
も補足的に使用する。主に使用する文献につい
て，「生徒の夢と才能を育み幸福教育を実現す
る中学校自由学期制施行計画（案）」（教育部 
2015a）および「進路進学相談教師活動マニュ
アル：中学校」（教育科学技術部 2012）とする。
選定理由について，前者は 2013 年からの自由
学期制の試行状況を踏まえて全面実施に向けて
作成された計画であるため，後者は，その内容
から，進路進学相談教師の職務と，後述するカ
リキュラム・マネジメント要素の対応関係を明
示できるためである。

分析の枠組み
枠組みを議論する前に，まず韓国におけるカ

リキュラム制度と学校組織について確認する。
韓国のカリキュラムの編成・運営体制は，国家
が基準となる「教育課程」（日本の学習指導要
領に相当）を定め，市・道が地域の実情に適し
た指針を出した上で，各学校が特色ある教育課
程を策定するしくみである（ソギョンへ 2016，
p.211）。一方，学校組織は大きく教育指導組織，
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校務分掌組織，運営協議組織，地域社会関連組
織に分けられ，教育指導組織では，「校長→校
監（教頭に相当）→補職（部長）教師→担任教
師（教科教師）」につながる教授組織，校務分
掌組織では，「校長→校監→補職（部長）教師
→教師」につながる，効率的な事務対応のため
の職能組織である（ソウル特別市教育研究情報
院 2012，pp.108-109）。以上のとおり，韓国の
カリキュラム制度と学校組織は日本とかなり類
似している。
次に日韓の用語の整理を通して，韓国におけ

るカリキュラム・マネジメント概念の現状を述
べる。まず日本では，田村（2005）が「カリキュ
ラムマネジメント」を「学校の裁量権の拡大を
前提として」，「学校の教育目標を実現化するた
めに，教育活動（カリキュラム）と条件整備活
動との対応関係を，組織文化を媒介として，
PDS サイクルによって組織的・戦略的に動態
化させる営み」（p.139）と定義づけている。一
方，現行の学習指導要領では，「生徒や学校，
地域の実態を適切に把握し，教育の目的や目標
の実現に必要な教育の内容等を教科等横断的な
視点で組み立てていくこと，教育課程の実施状
況を評価してその改善を図っていくこと，教育
課程の実施に必要な人的又は物的な体制を確保
するとともにその改善を図っていくことなどを
通して，教育課程に基づき組織的かつ計画的に
各学校の教育活動の質の向上を図っていくこ
と」（文部科学省 2017，p.20）と定義されている。
カリキュラム・マネジメントの概念を整理した
田村（2022）によれば，田村ら研究者の定義
は学校の裁量権限拡大という前提や組織文化の
要素，動態化といった志向性は特有であると指
摘しつつ，いずれの定義も現象としての行動は
同様の内容を指していると述べている（p.44）。
本稿では，カリキュラム・マネジメントの研究
蓄積を基に学習指導要領に反映された経緯（田
村 2022）を踏まえ，田村（2005）の定義を採
用する。
次に，韓国における，日本語の「カリキュラ

ム・マネジメント」の訳語にあたる「教育課程
経営（교육과정경영）」について整理する。こ

の用語について，チョンヨングン他（2016）は，
主に教育行政 · 経営分野で扱われてきたもので
あるため，カリキュラムを教育行政および経営
組織の一部または要素として扱う傾向があり，
管理に主眼を置く特徴があると指摘している
（p.5）。しかし前者について，カリキュラム・
マネジメントにおいては，カリキュラムは教育
活動として経営にかかわる条件整備活動に対応
する関係であり，経営組織の一部ではない。さ
らに後者については，カリキュラム・マネジメ
ントは民主的な思想に立つものであり（田村 
2022），管理的思想とは一線を画すものである
と理解できる。このように，韓国の「教育課程
経営」は，日本のカリキュラム・マネジメント
が内包する概念を正確に反映した用語とは言え
ない。
さらに概念本位で検討してみても，韓国国内

におけるカリキュラム・マネジメントに関連す
る先行研究を概観すれば，長らくカリキュラム
開発と学校経営を結びつけて議論されてはこな
かったことが指摘されている（チョンヨングン
他 2016，p.24）。たとえばパクチョンリョル・
キムスンナム（2002）は，学校単位の教育課
程経営のモデルを提示したが，このモデルには
教育課程と関連した経営活動が明記されていな
かった。一方，イジョンフン（2004）は学校
組織文化が，組織編成や教師の質的改善，内外
との協力関係形成といった学校組織再構造化に
正の影響を与えることを明らかにしたものの，
カリキュラム開発との関連性は議論されていな
かった。
以上のような状況から，これまでの韓国で

は，日本のカリキュラム・マネジメントに該当
する概念を扱った研究が十分に展開されてきた
とは言いがたい。このことを踏まえ，次に近年
の日韓両国の先行研究の状況を整理し，分析枠
組みを検討する。
近年の韓国では，カリキュラム開発と学校経

営を一体的に考察する研究もわずかながら見ら
れるようになった。カンヨンス（2020）は，
ある初等学校（日本の小学校に相当）の 4年余
りにわたる教育課程の形成過程を分析した。そ
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れを踏まえて示されたモデルには開発－実行－
評価のサイクルで行われるカリキュラム開発
と，教職員会議や各教科委員会などの組織との
つながりが図示されており，この点において従
来の研究から一歩進んでいる。一方，チョンヨ
ングン他（2016）は自由学期における学校教
育課程経営を分析するための枠組みとして，「学
校基盤の自由学期教育課程経営モデル」を提示
した（p.38）。このモデルは田村・本間（2014）
のモデルを取り入れたものであるが，チョンヨ
ングンらは田村らのモデルを「学校現場の実際
を反映したかなり実践的なモデルである」と評
しながら，教育目標を基準とした管理中心のモ
デルであるとして，「教育目標」要素を削除し
ている（p.33）。しかしキムミンファン（2014）
によれば，学校教育目標は教育を通じて生徒に
達成させたい行動特性を設定したものであり，
各学校の教育の方向性や教育課程の編成・運営
などに影響を与えるとともに，学校設立の目的
や校長の教育観，地域社会や保護者の要求など
を反映している（p.303）。このことを踏まえる
と，学校教育目標はカリキュラム・マネジメン
トと深く関係するものであると捉えることがで
き，本稿の枠組みを考える上でこの要素を取り
除くのは適切ではないと言える。
一方で，チョンヨングンらのモデルのもとに

なった田村らのモデルは日本の先行研究におい
て代表的なものである。田村（2005）で初め
て示されたカリキュラムマネジメント・モデル
は改訂を重ね，田村・本間（2014）では「教
育目標を達成するための手段としてカリキュラ
ムのマネジメントサイクルを位置づけ，それを
支える組織の構造的要因と文化的要因，リー
ダー，学校外の要素を構造化し」ている（p.45）。
この枠組みは多くの先行研究を踏まえており
（田村 2005），また分析枠組みとしても，田村
の他に辰巳（2009，2013）などでも用いられて
いることから，一定の妥当性を持つ。これまで
の議論と合わせて検討すれば，韓国のカリキュ
ラム・マネジメントの状況分析において，田村
のモデルを活用することにより実態と大きな乖
離が生じる可能性は少ないと考えられる。従っ

て本稿では，田村らのモデルを分析枠組みの基
盤とする。ただし，このモデルはリーダーによ
るリーダーシップが発揮されうるカリキュラム・
マネジメントの要素を全て明示していないため，
次に韓国における部長教師と各要素の関係を
扱った先行研究を整理し枠組みに反映させる。
部長教師の立場はいわゆる「充て職」であり，

一般教師のリーダーシップも含んだ形になるこ
とが想定される。キムビョンチャン（2015）
が提示した一般教師のリーダーシップの概念モ
デルによれば，教師は生徒や保護者に加え，行
政的業務などを通して同僚教師にもリーダー
シップを発揮する。一方，部長教師のリーダー
シップ研究について，コビョンミョン（2017）
は初等学校の教師を対象に，学年部長教師の
リーダーシップは学校組織の効果性や学年の
チームワークに正の影響を与えることを明らか
にしている。またファンソンピル（2020）は，
初等学校における校務分掌を担当する部長教師
は，一般教師としての授業活動領域へのリー
ダーシップと，部長教師としての教育課程を支
援する行政活動領域へのリーダーシップを発揮
すると指摘している。これらの内容を総合する
と，部長教師は「カリキュラム」「組織構造」「組
織文化」「家庭・地域社会等」にリーダーシッ
プを発揮しうると考えられる。
以上の内容から，図 1のような分析枠組みを

構成した。カリキュラム・マネジメントは，「教
育目標」の実現を目的とし，その手段としてカ
リキュラムを計画，実施，評価しながら常に改
善し発展させていく。中でも評価と改善は重要
な活動であり，「教育目標」に還元されるもの
である。この「教育目標」と「カリキュラム」
要素は，目標・内容・方法・評価といった教育
活動に関わる要素であり，連関性を基軸として
いる。そしてそれらの他に「組織構造」と「組
織文化」要素がある。「組織構造」はより良い
カリキュラムのための条件整備活動であり，人
材育成を含む人，時間や情報を含む物，財，組
織と運営が含まれる。「組織文化」は教職員の
ものの見方や考え方，行動様式であり，教育活
動に直結した文化である「カリキュラム文化」
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と教職員同士の人間関係のあり方や働き方と
いった「狭義の組織文化」に大きく分けられる。
そして「カリキュラム」「組織構造」「組織文化」
は互いに関係しあっている。それらを含んだ学
校に対し，学校外の「家庭・地域社会等」「教
育課程行政」が規定や支援を行い，逆に学校が
連携，協働する関係となっている。これらカリ
キュラム・マネジメントの要素の中で，学校内
要素である「部長教師」（４）は，リーダーとして
「カリキュラム」「組織構造」「組織文化」「家庭・
地域社会等」に関与し，カリキュラム・マネジメ
ントの実施を支援している。なお，これまでに述
べた要素は条件整備という経営活動に関わる要
素であり，協働性を基軸とするものである（５）。
この枠組みを踏まえ，次章にて，自由学期制と
進路進学相談教師制度によって学校現場におけ
るカリキュラム・マネジメントをめぐる状況が
どのように変化するのか，カリキュラム・マネ
ジメントを構成する要素を観点として各制度の
内容を整理する。

分析
１．	自由学期制
自由学期制は，2012 年に当時候補者だった

朴槿恵大統領が選挙公約として掲げたのが始ま
りである。2013 年より一部中学校に試験導入
され，2016 年より全中学校で開始している。
このように約 10 年にわたり韓国中学校教育に
おいて継続されている制度である。その概念
は，「中学校課程のある一学期間，生徒が試験
の負担から抜け出し夢と才能を見いだすことが
できるよう，議論・実習等の生徒参加型に授業
を改善し，進路探索活動など，様々な体験活動
が可能になるように教育課程を柔軟に運営する
制度」（教育部 2015a，p.6）と説明されている。
自由学期中の教育課程編成・運営について，自
由学期の選定にあたっては，第 1学年の第 1学
期か第 2学期，もしくは第 2学年の第 1学期の
3つの中から，当該校の教員や保護者の意見を
踏まえつつ，学校長が決定する 。中学校の前
半期が対象とされる理由は，中学校第 1，2 学

図 1　韓国中学校におけるカリキュラム・マネジメントの各要素間の関係，および部長教師との関係
出典：田村・本間（2014）を筆者改変
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年が「身体，情緒，認知，社会的変化が急激に
起こる青少年初期のため，夢や才能の探索教育
が適切な時期」であるためとされている（教育
部 2015a，p.10）。教育部が示す自由学期中の
時間割例では，多様な体験活動が円滑に行われ
るように，午後に自由学期活動の時間が設けら
れ，午前は教科の時間に設定されている（同上，
p.12）。教科の時間では，教科融合授業や討論，
実習，プロジェクト学習が行われ，自由学期活
動では，進路探索活動，主題選択活動，芸術・
体育活動，サークル活動の四領域を，生徒の興
味や関心事，学校の環境などを考慮しながら組
み合わせて実施する。教育課程で定められた自
由学期活動の時数は 170 時間以上となってお
り，その確保のために，教科（群）に割り当て
られている時間のうち 20% までの範囲と，創
意的体験活動に割り当てられた 51 時間をあて
ている 。なお，自由学期中は生徒の達成水準
や参加度，態度，活動内容などを中心に学生簿
に記述される一方，中間・期末考査などの筆記
試験は実施されず，評価の数値化は行われない
こととなっている。
本節では，実施要領を記載した教育部発行の

「自由学期制施行計画」（教育部，2015a）の内
容を対象とする。「施行計画」によれば，教育
課程の編成および運営（pp.11-30），自由学期
制体験活動の支援（pp.31-38），推進主体別の
主要な役割（pp.39-42）について，実施要領が
記載されている。これらの内容について，カリ
キュラム・マネジメントの各要素を観点として
整理する（６）。
（1）教育課程の編成および運営

まず基本方針として，自由学期制のビジョン
と目的が学校運営全般に反映されるように学校
教育計画を立てること，および教科に限らず生
徒たちが希望するテーマを学習できるように教
育内容を多様化することが示されている。その
上で，2015 改訂教育課程の内容を反映するこ
と，生徒の希望や関心事に合わせた自由学期活
動を 170 時間以上編成して運営することを求め
ている。自由学期における教育課程の編成に際
しては，学校の環境と地域の特色を考慮するこ

と，教科教育課程を再構成して多様な自由学期
活動を行うことも求めている（p.11）。
教科授業については，教育活動における連関

性を求めていることが読み取れる。授業を通じ
て達成しなければならない基準を中心にして教
育内容を再構成すること，教科教育課程の再構
成を通じた融合授業を行うこと，グループプロ
ジェクト学習を拡大し実生活と連携した授業を
強化すること，といったように，教育目標と教
育内容のつながり，学習同士のつながり，実生
活と教育内容のつながりを明確に意識している
（pp.13-14）。次に自由学期活動については，編
成・運営の基本方針で，生徒の需要と興味や生
徒の関心事を意識した活動内容を編成し運営す
ることを求めている。その上で，四領域それぞ
れの実践について，進路体験活動は地域との連
携，主題選択活動は教科との連携，芸術・体育
活動は外部支援者との連携，サークル活動は教
育支援庁（７）との連携というように，それぞれ
連関性や協働性を求めるものとなっている
（pp.17-27）。

また，これらを行うための条件整備として，
授業モデルの提示や優秀事例の共有，自由学期
に関する研修の体系化，授業改善のための学習
共同体の構築，研究大会の開催などが示されて
いる（pp.15-16）。
評価については，筆記試験による総括的評価

を実施せず，生徒の学習進行状況を確認して生
徒指導に活用できるように教授－学習過程と連
携した評価を実施するように求めており，「評
価」から「改善」を通して「計画」に至るサイ
クルを確立させる狙いが見える。また教科別の
達成基準を念頭においた形成的評価の実施を求
めることで，「教育目標」と「評価」の連関性
を意識させている（p.28）。
（2）自由学期制体験活動の支援

進路教育法に基づいて，政府や自治体，公共
機関，地方公企業の進路体験機会の提供が義務
化されている（第 5 条）。それを前提に，官民
のネットワークの構築（pp.31-35）や保護者支
援団の設置（p.37）による，体験活動の運営支
援など，「家庭・地域社会等」に関する条件整
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備が示されている。
（3）推進主体別の主要な役割

中央教育行政による法整備，運営費の支援な
ど安定的な推進基盤の構築や，教師が自由学期
制を実施するための能力の向上（p.40）など
「組織構造」に関する条件整備について示され
ている。また，地方教育行政による，自由学期
制推進システムの構築，教育課程の編成・運営
支援，生徒の体験活動の支援（pp.41-42）など
も示されており，「組織構造」に加え「家庭・
地域社会等」に関する条件整備も示されてい
る。
（4）まとめ

以上をまとめると，自由学期制においては，
教育活動における連関性と学校内外との協働性
を求めており，それを行うための「家庭・地域
社会等」「組織構造」に関する条件整備も十分
に示されていた。加えて「教育課程行政」によ
る支援も明示されていた。また，「評価」「改善」
「計画」「実施」のサイクルが機能するような取
り組みを求めていた。

２．	進路進学相談教師制度（８）

「進路進学相談教師」の教師資格が法律上規
定されたのは，2011 年 3 月の教員資格検定令
施行規則の改正により，中等学校教員資格の表
示科目に「進路進学相談」が新設されてからで
ある。既存の教師の中から選抜し，570 時間の
研修を経て資格を取得できる仕組みとなってい
た。各中学校，高校に一名以上配置する目標を
立て，2015 年には中学校，高校合わせて全国
の 94.5% に配置を完了させている（チョングヨ
ン 2017）。

本節では「活動マニュアル」（教育科学技術
部 2012）に記載されている 10 の職務内容（９）

から，カリキュラム・マネジメントの要素に関
与する職務を取り上げて整理するとともに，教
師からの聞き取り調査の内容を用いて内容を補
強する。なおこの資料は，進路進学相談教師制
度の理解と職務活動についての具体的な紹介の
2つから構成されており，職務活動の紹介につ
いては，2012 年時点で教育部から公式に示さ

れた職務内容を，10 の職務活動領域に整理し
て具体的に解説している。10 領域は次の通り
である。①単位学校進路教育企画および編成，
②進路進学関連の生徒相談，③進学情報の提供
と活用，④職業情報の提供と活用，⑤進路活動
プログラムの運営，⑥進路ポートフォリオ管理
の支援，⑦生徒の進路特性検査および活用，⑧
自己主導学習選考の支援，⑨進路・職業体験プ
ログラムの企画および運営，⑩進路・進学関連
の保護者の教育および相談。
（1）単位学校進路教育企画および編成

教育課程編成に関する業務では，「進路と職
業」教科の導入，創意的体験活動における進路
活動の編成とともに，教科統合進路教育課程の
編成について言及があり，統合対象となる教科
の担当教師が，学校の教育課程編成時に進路教
育の内容を反映させた当該教科の年間運営計画
を策定することを求めている。そして進路進学
相談教師が個別の教科担当教師に進路教育コン
サルティングを実施することや，教科別の教科
統合進路教育を進める教師の集まりを組織し，
情報共有や診断，改善を図ること，教科教育目
標と進路教育目標を統合することも求めている
（pp.23-24）。以上のように，特に統合進路教育
課程において「計画」「実施」部分に関わる記
述があり，職務として「カリキュラム」要素へ
の関与が期待されている。
（2）進路活動プログラムの運営

ここでは生徒が求める進路活動の調査と予算
確保から活動の編成，年間指導計画の立案，運
営，評価記録までの一連の流れが解説されてあ
り，「カリキュラム」要素に関する職務内容が
記載されている。また，職務として行う進路活
動学校行事の中の一つに，進路教育の教師研修
がある。その内容は進路教育の必要性および年
間計画の説明に加え，検査結果の解釈や相談技
法などとなっている（p.173）。これは「組織構
造」要素への関与と捉えることができる。
（3）進路・職業体験プログラムの企画および運営

進路・職業体験プログラムの計画，運営，評
価の業務の他に，「家庭・地域社会等」への関
与として，「関係機関，地域社会資源渉外およ
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びプログラム調整」業務（p.343）にて，地域
社会資源のネットワーク形成や交渉の仕方など
が細かく記載されている。
（4）進路・進学関連の保護者の教育および相談

保護者の相談内容に対応するだけでなく，保
護者へのキャリア教育に関するイベントも実施
する。進路・進学関係の説明会だけではなく，
保護者の学校教育の参加につながるようなプロ
グラムも例として示されており（p.399），「家
庭・地域社会等」に関与する職務内容とみなす
ことができる。
（5）まとめ

以上の内容をまとめると，進路進学相談教師
の職務として，カリキュラム・マネジメントの
各要素のうち，「カリキュラム」「組織構造」「家
庭・地域社会等」への関与が期待されているこ
とが読み取れる。これは，筆者が行った調査結
果からも一定程度裏付けられるものである。聞
き取りを行った教師は，カリキュラム・マネジ
メントの各要素への関わりについて，教科横断
の授業を行う際に，進路進学相談教師が，当該
教科の教師間の意見交換の場を作り，関連する
情報を提供しつつ実現に向けて支援するとい
う，ファシリテーターのような役割を果たして
いると述べていた。これは職務内容に沿った行
動で，「カリキュラム」「組織構造」要素に幅広
く関与していると言え，本節で分析してきた内
容が実際と大きく乖離してはいないことが伺え
る。また，職務を推進する上で部長教師である
か否かが重要であるとの話が聞かれた。校長や
校監，他の部長教師が参加する会議への参加，
進路教育関係の予算確保，学校全体の進路教育
計画の遂行などにおいて，その立場が重要であ
るとのことであった。学校外組織との連携の上
でも部長教師の地位が有利に働く面があるとい
い，職務遂行には部長教師の立場が欠かせない
と言える。

結果と考察，および今後の課題
本稿では，韓国のキャリア教育推進体制に適

用可能な分析枠組みを，主にカリキュラム・マ
ネジメントの先行研究を参照しながら構築する

ことを試みた。また，構築した枠組みから自由
学期制と進路進学相談教師制度を分析し，キャ
リア教育の実施と不可分な関係にあるカリキュ
ラム・マネジメントの実施をどのように支えて
いるのかを理論面から明らかにすることを目的
とした。
分析内容を整理したのが図 2である。自由学

期制は，「カリキュラム」要素の「実施」にあ
るように，特定の教育方法を指定している。一
方教育内容については，「計画」にあるように，
学校や生徒の状況を踏まえた柔軟な対応を求め
ている。加えて，筆記試験による総括的評価か
ら形成的評価に切り替えるよう求めている。そ
して，「組織構造」も同時に変化を求めること
で，このような教育活動を経営面からも支えて
いる。このようなしくみにより，従来指摘され
てきたような「教育課程」の拘束力により教科
書の内容をほぼそのまま教えるしかない（ソ
ギョンヘ 2016，p.212）状況を変えようとして
いる。
これは，自由学期制が直接的にカリキュラ

ム・マネジメントの実施を支えている部分につ
いての内容であるが，図 1の枠組みを念頭にお
くと，「カリキュラム」「組織構造」の変化は「組
織文化」に影響を与えていると考えられる。先
行研究に目を向けると，自由学期制によって
「カリキュラム文化」も変化していることが伺
える。クォンダナム（2016）の中学校教師へ
のインタビューでは，自由学期では試験がな
く，評価も教科を教える教師が自律的に行うこ
とができるため，試験には出ないために時間を
割けなかった学習内容を様々な授業方法で教え
られる，といったことに教師が大きな自律性を
感じていた。そしてこういった教師の自律性や
試験，進度に関する負担の減少が，授業改善意
識を向上させることも示されている（コセヨン 
2018）。一方，「狭義の組織文化」について，
教師間の同僚性，協働性の向上を指摘する研究
が多くみられる。たとえばチョンヒョンソン・
オウンハ（2016）やイジヨン（2019）は，教
科横断型授業の構成や改善の過程で，他教科の
教師との学習共同体の形成や達成感の共有と
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いった協力関係を築いていることを指摘してい
る。自由学期活動でも同様で，イムジョンホン
（2016）では，進路探索活動において，進路進
学相談教師と学年に所属する 8名の担任が協議
して進路に関するプログラムを開発している
ケースが報告されている。その背景について，
ソンヨルグァン（2018）はインタビュー調査
から，自由学期活動の時数調整や教科間の協力
による授業など，教育課程，授業，評価の実践
において変化が大きく，教師同士のコミュニ
ケーションなくして自由学期を運営することが
難しいため，必然的に教師の協力関係が生まれ
ているとまとめている。これらの先行研究は，
自由学期制の導入により授業改善への意識の向
上や同僚性，協働性の向上といった「組織文化」
への間接的影響が存在することを示唆してい
る。これらの変化はカリキュラム・マネジメン
トを活性化させる（中留 2005）ことから，自
由学期制を実施することによって「組織文化」
が変化し，カリキュラム・マネジメントを活性

化させていることが想定される。
以上のような内容は，自由学期制が十分に運

営されて初めて起きうることである。この運営
を支援できる職務を持つのが進路進学相談教師
である。具体的には，「カリキュラム」において，
教育内容の再構成や実生活と連携したプロジェ
クト，自由学期活動などキャリア教育の観点が
必要な教育活動の実施を支援する職務を持って
いる。また「組織構造」において，キャリア教
育の理解が深まるような研修を実施したり，「家
庭・地域社会等」において外部資源のネット
ワークを構築，管理したりするなど，自由学期
が十分に運営されるような条件整備も行ってい
る。
ここで，これまで述べてきたことをまとめる

形で，自由学期制と進路進学相談教師制度が果
たす役割を示すと次のようになる。キャリア教
育の充実を目指す自由学期制は，教育内容の裁
量拡大と教育方法の一時的な裁量縮小および学
校経営面への支援を行うとともに，部長教師で

図 2　自由学期におけるカリキュラム・マネジメントの状況，および進路進学相談教師の関与の状況
注：点線は制度上明文化されていないものの，図 1から関係性及び変化が想定されることを示す

出典：図 1および教育部（2015a）p.39 を参考に筆者作成
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ある進路進学相談教師が職務としての教育活動
や条件整備に対する支援を行うことによって，
教育内容の再構成，人的・物的資源の活用と
いったカリキュラム・マネジメントが実施され
る基盤が整う。そしてこのしくみが機能するこ
とによって，カリキュラムに対する価値観や同
僚性，協働性といった教員間の人間関係などの
組織文化が変化し，カリキュラム・マネジメン
トの活性化につながってキャリア教育が推進さ
れる。以上が，自由学期制と進路進学相談教師
制度がカリキュラム・マネジメントの実施にお
いて果たす役割である。
翻って日本に目を向けたとき，カリキュラム

と評価に関して，韓国とともに学校の裁量が多
い（経済協力開発機構・渡辺監訳 2012）にも
関わらず，冒頭に述べたようにカリキュラム・
マネジメントが十分に行われていない。韓国で
は自由学期に法的根拠を持たせることで，その
裁量権を半ば強制的に行使させるしくみを整え
ている。そしてその運営を通して，教員のカリ
キュラムに対する価値観や教員間の人間関係が
変化し，組織文化の変革，ひいてはカリキュラ
ム・マネジメントの活性化，キャリア教育の推
進につながっていくことが予見される。しかし
日本では，韓国のような中央行政が主導する強
制力を持った取り組みが行われていないため，
自由学期制が目指すような変化を学校にもたら
すには，校長やミドルリーダーによるリーダー
シップが欠かせない。にもかかわらず，キャリ
ア教育の専門性を持つ教員が制度上不在である
ことから，必要なリーダーシップを確保するた
めに各学校，各教員の独自の努力に期待せざる
を得ない状況である。その中で冒頭の課題を解
決するにあたって重要なことは，キャリア教育
の観点が必要な教育活動の実施や，キャリア教
育を実施するうえで必要な条件整備の支援を少
しずつでも進めることである。これにより，
キャリア教育の推進に不可欠なカリキュラム・
マネジメントを活性化することができる。もち
ろん，その取り組みをキャリア教育の観点から
支援できる教員を配置することが最も求められ
ることであるのは言うまでもない。

本稿の意義は次の点にある。教育活動全体を
通じたキャリア教育を進めるうえでは，日本で
いうカリキュラム・マネジメントの考え方が必
要不可欠であるにもかかわらず，韓国国内にお
いてはこれまで，学校の教育目標を実現化する
ために，教育活動と条件整備活動との対応関係
を，組織文化を媒介として，マネジメントサイ
クルによって動態化させる，という観点からの
学校の営みについての議論の蓄積がほとんどな
かった。それゆえ，カリキュラム・マネジメン
トの観点を踏まえたキャリア教育全体の実施体
制を議論するには至らず，自由学期や進路進学
相談教師といった，キャリア教育に関係する教
育活動や組織構造，学校内外の資源などを検討
する際には，個別で，もしくは部分的にまとめ
た形で議論されてきた。この状況は，学校全体
からみて学校のキャリア教育の諸取り組みが有
機的に機能しているかを捉えることができない
という点で課題を有していたが，カリキュラ
ム・マネジメントに関する理論の蓄積不足から
議論するための枠組みが欠けているため，教育
活動全体を通じたキャリア教育実施体制の現状
を捉える手段が存在せず課題を乗り越えられな
い状況が続いていた。そこで本稿において，日
本の先行研究を中心に構築した分析枠組みを提
示することにより，韓国における教育活動全体
を通じたキャリア教育の実施体制を議論するこ
とが可能となった。また日本国内においても，
これまで韓国の自由学期や進路進学相談教師に
ついてキャリア教育の観点から論じる際に必ず
しも定まった枠組みで論じられていたわけでは
なかったが，本稿により本格的に学術的検討の
俎上に載せることが可能になったといえる。以
上が，本稿が日韓のキャリア教育研究に寄与す
る最も大きな貢献である。加えて，枠組み自体
についても，分析結果から見えてきた内容は関
連する先行研究の結果とも齟齬がなかったこと
から，一定程度実態を反映している妥当な枠組
みであると言え，後続の研究に対して研究視点
を提示することができたという点においても意
義を有する。
最後に，本稿の課題を述べる。まず，本稿で
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は韓国の事例を分析する際の足掛かりとして分
析枠組みを提示した。そしてこの枠組みに基づ
いて，自由学期制と進路進学相談教師制度がカ
リキュラム・マネジメントの実施において果た
す役割を示した。ただし，実際には自由学期制
の運営上の問題や進路進学相談教師の職務遂行
の問題が指摘されており，これらの理由から組
織文化が十分に変化しない場合も考えられるこ
とには留意すべきである。今後は，実際にどの
ようなプロセスで，自由学期中に進路進学相談
教師を中核としたカリキュラム・マネジメント
が行われるのか，もしくは行われていなけれ
ば，それはどのような理由なのかを調査する必
要がある。次に，進路進学相談教師について，
カリキュラム・マネジメントに関わる職務内容
のみに焦点を絞ったが，実際に職務を遂行する
には資質や力量など他の条件も考慮しなければ
ならない。その点がどのように保証されている
のかを別途検討する必要がある。最後に，持続
的なキャリア教育の推進を考える上で，自由学
期制の導入から現在まで，このしくみが維持さ
れているのか，変容しているのかといった検証
が不可欠である（10）。以上を今後の課題とした
い。

注
（1） 日本における特別活動と総合的な学習の時

間を合わせたものに相当する教科外活動。詳し
くは田中（2017）を参照。

（2） 部長教師は実務上の名称で正式には補職教
師という。日本における主任とほぼ同様の立場
で，補佐，指導・助言および教授学習活動支援
機能，連絡調整，人間関係づくり，事務管理の
遂行，学年経営および学校経営への参加などの
役割を持つ（ユジュヨン 2011）。

（3） 筆者が 2021 年 1 月 4 日，1 月 6 日，1 月 7
日にソウル特別市内の中学校に勤務する進路進
学相談教師にメールで聞き取り調査を行った。

（4） 図 1 中の「部長教師」要素は，図が煩雑に
なるのを防ぐため，あえて立体的に上部に位置
させている。

（5） 分析枠組みを説明するにあたり田村（2011）

および田村（2022）を参照した。
（6） 以下，本節においてページ数のみの記載は

教育部 （2015a）からの引用とする。
（7）  教育支援庁は基礎自治体レベルに設置され

ており，市・道教育庁の出先機関の位置づけで
ある。

（8） 現在は「進路専担教師」と呼ばれている。
なお進路進学相談教師制度の詳細は，峯（2023）
を参照。

（9） 以下，本節においてページ数のみ記載は教
育科学技術部（2012）からの引用とする。

（10） 自由学期制は一時学年単位へと拡大された
ものの，2025 年以降は再度学期単位へと縮小さ
れることが決まっている（教育部 2021，p.23）。
この経緯を念頭に，本稿で論じている自由学期
制に期待された役割がどの程度実際に果たされ
ているのかについて検討する必要がある。
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The Career Education Implementation System in Junior High Schools in South Korea: 
Focusing on Curriculum Management Centered on Career Education Teachers 

in the Free Semester

Keitaro MINE

Career education in Japan has an urgent task with regard to the implementation of  curriculum 

management that takes career education into account. Behind this is a lack of  understanding about curriculum 

management and competencies to develop a curriculum, and the dysfunction of  the head teacher of  career 

guidance. To gain recommendations for solving these problems, this study focuses on career education in South 

Korea. In South Korea, the free semester system and the career education teachers’ system are key to solving 

similar problems found in Japan. Therefore, first, the study constructed a framework necessary for analyzing 

case studies of  career education implementation systems in South Korea by referring to previous research on 

curriculum management. Next, the study analyzed official documents about the systems, clarifying the 

implementation status of  curriculum management with emphasis on career education in the free semester and 

the status of  institutional guarantees for career education teachers to exercise their supervision. After 

discussing these topics, this paper arrived at the following conclusion. The free semester system has expanded 

the discretion of  educational content and has reduced the discretion of  educational methods, and the 

introduction of  this system has led teachers to conduct curriculum management. This has energized the 

organization of  schools and makes it easier for career education teachers to carry out their duties. Under these 

circumstances, career education teachers perform their duties. In this way, they have become engaged in 

curriculum management and fulfill roles as supervisors. In effect, this changes organizational culture, revitalizes 

curriculum management, and promotes career education. Compared to previous research on South Korean 

career education, this study is significant in two ways: (1) by presenting a framework based on prior research, it 

has made it possible to discuss career education practices throughout all educational activities, and (2) based on 

the framework, it has analyzed the two systems in South Korea.




